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平成 19年２月 21日 

各      位 
 

東京都品川区東品川四丁目 12 番８号 
株 式会社ＳＪホールディングス 
代 表 取 締 役 社 長  李  堅 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード２３１５） 
問い合せ先：経営企画室 近衛 伸賢 
℡ 0 3 - 5 7 8 1 - 7 3 1 1（代表） 

 

子会社との合併に関するお知らせ 
 
  当社は、平成 19年２月 21日開催の当社取締役会において、当社と当社の完全子会社である株式会
社ティー･シー･シー（以下「TCC」）及び株式会社アイビート（以下「IBeT」）を、TCCに関しては当
社次期定時株主総会での承認を前提として平成 19年７月２日を期して、IBeTに関しては平成 19年３
月 23日を期して、下記のとおり合併することを決定いたしましたのでお知らせいたします。 
 

記 
 
１．合併の目的 

TCC及び IBeTは、平成 18年 4月 1日付で共同新設分割により株式会社 SJアルピーヌ（以下
「SJA」）を設立し、TCC と IBeT の全ての営業を SJA に承継いたしました。これにより、TCC
と IBeTは、従業員は引き続き両社に在籍したまま SJA に出向する形式を取りつつ、実質は当社
に承継させる資産・負債を残すのみの休眠状態となっておりましたが、両社の従業員の SJAへの
転籍の実務も完了したことから、グループ会社の組織再編による経営管理効率化を目的として、

両社を当社に吸収合併することとするものであります。 
 
２．合併の要旨 
(１) TCC との合併の日程 

合 併 決 議 取 締 役 会  平成 19 年２月 21 日 

合 併 契 約 締 結  平成 19 年２月 21 日 

株 主 総 会 基 準 日  平成 19 年３月 31 日 

合 併 承 認 株 主 総 会  当社  平成 19 年６月 28 日（予定） 

       TCC   開催いたしません （注） 

合併の予定日(効力発生日)  平成 19 年７月２日 

合 併 登 記 日  平成 19 年７月２日 
 
（注）本合併は、当社については、当社が有する TCC 株式の帳簿簿価がその純資産額を上
回っていることから、会社法第 796 条 3 項但書（簡易合併の適用除外）の規定によ
り株主総会での決議を要しますが、TCC については会社法第 784 条第 1項の規定（略
式合併）に基づき、合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものです。 
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(２) IBeT との合併の日程 

合 併 決 議 取 締 役 会  平成 19 年２月 21 日 

合 併 契 約 締 結  平成 19 年２月 21 日 

合 併 承 認 株 主 総 会  当社 開催いたしません （注） 

      IBeT 開催いたしません （注） 

合併の予定日(効力発生日)  平成 19 年３月 23 日 

合 併 登 記 日  平成 19 年３月 23 日 

 
（注） 本合併は、当社については会社法第 796 条第 3項の規定（簡易合併）に基づき、IBeT
については会社法第 784 条第 1項の規定（略式合併）に基づき合併契約書に関する
株主総会の承認を得ることなく行うものです。 

 

(３) 合併方式 

株式会社SJホールディングスを存続会社とする吸収合併方式で、TCC並びにIBeTは消滅します。 

 

(４) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱 

  消滅会社である TCC 並びに IBeT は、新株予約権及び新株予約権付社債は発行しておりません。 

(５) その他 

100％子会社との合併であり、TCC 及び IBeT それぞれの合併に際し、新株式の発行及び合併交付

金の支払はありません。 

 
３．合併当事会社の概要 

(１) 商 号 
株式会社 SJ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（存続会社） 
（平成 18年９月 30日現在） 

TCC（消滅会社） 
（平成 18年９月 30日現在） 

(２) 主 な 事 業 内 容 

システム開発業を中心とした

「情報サービス業」を営むグル

ープ会社の管理運営 

システム開発業を中心とした

「情報サービス業」 

(３) 設 立 年 月 日 平成元年７月 14日 昭和 44年８月 22日 

(４) 本 店 所 在 地 
東京都品川区東品川四丁目 12

番 8号 
神奈川県横浜市中区太田町四丁

目 55番地 
(５) 代表者の役職・指名 代表取締役社長 李 堅 代表取締役社長 辻川 幸二 
(６) 資 本 金 の 額 1,020百万円 10百万円 
(７) 発 行 済 株 式 総 数 495,568.79株 2,846,240株 
(８) 純 資 産 6,450百万円 67百万円 
(９) 総 資 産 12,151百万円 419百万円 
(10) 事 業 年 度 の 末 日 3月 31日 3月 31日 

(11) 大株主及び持株比率 

（平成18年９月30日現在） 

１ 李 堅 10.2% 
２ 琴井 啓文 5.6% 
３ NTTコムウェア㈱ 5.4% 
４ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ 3.9% 
５ 日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱  
 （信託口） 3.7% 

当社 100％ 
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(１) 商 号 
IBeT（消滅会社） 

（平成 18年９月 30日現在） 

(２) 主 な 事 業 内 容 
システム開発業を中心とした

「情報サービス業」 
(３) 設 立 年 月 日 平成 14年 11月１日 

(４) 本 店 所 在 地 
東京都品川区東品川四丁目 12

番 8号 
(５) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 實川 勝夫 
(６) 資 本 金 の 額 300百万円 
(７) 発 行 済 株 式 総 数 4,362,864株 
(８) 純 資 産 724百万円 
(９) 総 資 産 795百万円 
(10) 事 業 年 度 の 末 日 3月 31日 
(11) 大株主及び持株比率 

（平成18年９月30日現在） 
当社 100％ 

 

(12) 当事会社間の関係 

  ①当社と TCC の関係 

資本関係 全株式を当社が保有する完全子会社 

人的関係 当社の取締役 1 名が消滅会社の役員を兼務し

ております。 

取引関係 ― 

関連当事者への該当状況 ― 

 

  ②当社と IBeT の関係 

資本関係 全株式を当社が保有する完全子会社 

人的関係 当社の取締役 1 名が消滅会社の役員を兼務し

ております。 

取引関係 当社は消滅会社より運転資金の借入を行って

おります。 

関連当事者への該当状況 ― 
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(13) 最近３決算期間の業績      （単位：百万円） 

 株式会社SJ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（存続会社） TCC（消滅会社） 

事 業 年 度 の 末 日 16年３月期 17年３月期 18年３月期 16年６月期 17年３月期 18年３月期 

売 上 高 5,121 5,928 439 4,402 3,429 4,455 

営 業 利 益 726 807 196 305 132 144 

経 常 利 益 705 801 115 320 182 234 

当 期 純 利 益 411 439 81 107 104 403 

1株当たり当期純利益(円)  5,062.27 5,019.19 164.78 34.78 31.89 57.23 

１株当たり配当金（円）  1,500 1,500 500 15.00 － 30.90 

１株当たり純資産（円）  36,108.80 65,452.67 12,897.73 428.67 453.72 516.25 

 
 IBeT（消滅会社） 

事 業 年 度 の 末 日 16年３月期 17年３月期 18年３月期 

売 上 高 6,495 6,395 6,855 

営 業 利 益 578 531 599 

経 常 利 益 539 512 594 

当 期 純 利 益 290 323 282 

1株当たり当期純利益(円)  65.81 78.75 62.63 

１株当たり配当金（円） 15.00 － 25.00 

１株当たり純資産（円） 389.21 459.13 544.31 
（注） １．ＴＣＣの平成 17年 3月期は、決算期変更のため９ヶ月決算となっております。 
    ２．各社とも、単体ベースでの数値を記載しております。 
 

４．合併後の状況 
(１) 商 号  株式会社 SJ ホールディングス 

(２) 主 な事業内容  システム開発業を中心とした「情報サービス業」を営むグループ会社の 
 管理運営 

(３) 本 店 所 在 地  東京都品川区東品川四丁目 12 番８号 

(４) 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 李 堅 

(５) 資 本 金 の 額  1,021 百万円（100％子会社との合併であり、合併に伴う資本金の増加は

ありません。） 

(６) 事業年度の末日  ３月 31 日 

(７) 業績に与える影響  100％出資の連結子会社との間の合併であり、本件に伴う当期の連結業

績への影響は軽微であります。個別業績に関しては、再編に伴い 100 百

万円程度の特別利益を計上することを見込んでおります。なお、本合併

による来期の連結業績及び個別業績への影響は軽微なものになると考

えております。 

以   上 


